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　次の文章中の空欄に当てはまる語句を語群の中から選び、その記号を解答欄に記入しなさ

い。ただし、同じ記号の空欄には同じ語句が当てはまる。

１�．企業のソフトウェア制作費に関する会計処理は、そのソフトウェアの制作目的によって

異なる。

　�　例えば、顧客から制作を依頼された受注制作のソフトウェアについては、（　ａ　）の会

計処理に準じて会計処理を行う。

　�　また、市場販売目的のソフトウェアである製品マスターの制作費は、機能維持のための

費用や（　ｂ　）に該当する部分を除き、固定資産のうち（　ｃ　）として計上される。

　�　なお、ソフトウェア制作費のうち無形固定資産として計上されたものについては、合理

的な方法により償却し、（　ｄ　）化しなければならない。

２�．退職給付会計において、（　ｅ　）とは退職時以降に従業員に支給される退職給付のうち�

（　ｆ　）までに発生していると認められるものをいう。また、（　ｇ　）とは、一期間の労

働の対価として発生したと認められる退職給付をいう。この２つは割引計算によって計算

される。

　�　退職給付債務は割引計算によって測定されるため、期首時点における（　ｅ　）について、

期末までの時の経過によって計算上の利息が発生する。この計算上の利息にあたるものは

（　ｈ　）といわれる。

３�．企業が取得した自社発行株式は、自己株式として取得原価をもって貸借対照表の�

（　ｉ　）に表示される。

　�　また、保有している自己株式を売却した際に生じる帳簿価額と処分価額の差額は株主資

本の中の（　ｊ　）で処理する。

　【語群】

　ア：収益　イ：費用　ウ：資産の部　エ：負債の部　オ：純資産の部

　カ：有形固定資産　キ：無形固定資産　ク：投資その他の資産　ケ：資本金　コ：資本準備金

　サ：その他資本剰余金　シ：繰越利益剰余金　ス：研究開発　セ：請負工事　ソ：割賦販売

　タ：利息費用　チ：勤務費用　ツ：退職給付債務　テ：認識時点　ト：退職時点

１�．資料にもとづき、以下の問に答えなさい。なお、決算日は毎年３月31日である。
【資料】

　⑴�　当社は×２年２月１日に商品4,000ドルを仕入れ、代金は×２年６月30日に支払う

こととした。

第１問

第２問
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　⑵�　為替変動によるリスクを抑えるため、×２年３月１日に上記の買掛金について為替予
約を行った。予約レートは１ドル＝110円である。

　⑶�　解答にあたって用いる各時点での為替レートは以下を参照すること。
　　　　×２年２月１日（仕入時）の為替レート：１ドル＝105円
　　　　×２年３月１日（予約時）の為替レート：１ドル＝108円
　　　　×２年３月31日（決算日）の為替レート：１ドル＝109円
　　　　×２年６月30日（決済日）の為替レート：１ドル＝112円
問１�　為替予約時の直

じきじき

々差額（取引発生時と予約時の為替レートの差による差額）と、直
じきさき

先 差
額（予約時のレートと予約レートの差による差額）を計算しなさい。ただし、為替差損に
該当するものであれば、区別のために金額の前に“－”の符号を付けること。

問２�　×２年３月1日に行った為替予約についての仕訳を示しなさい。なお、直々差額は為
替差損益勘定で、直先差額は前払費用勘定もしくは前受収益勘定（適切な科目を選ぶこと）
で処理すること。

問３�　為替予約によって生じた直々差額と直先差額のうち、当期の損益とはならない金額を
計算しなさい。ただし、金額の表記方法は問１の指示に従うこと。

問４�　×２年３月31日（決算日）において必要な仕訳を示しなさい。

２�．資料にもとづき、以下の問に答えなさい。なお、当期は×４年12月31日を決算日とす
る１年間である。

【資料】

　⑴�　当社が保有している固定資産は以下のとおりである。

取得原価 取 得 日 残存価額 耐用年数
機械Ａ 400,000円 ×４年１月１日 取得原価の10% ３年
機械Ｂ 700,000円 ×４年１月１日 取得原価の10% ７年
機械Ｃ 900,000円 ×４年１月１日 取得原価の10% ９年
備　品 500,000円 ×１年１月１日 取得原価の10% 15年

　⑵�　機械Ａ、Ｂ、Ｃについては定額法による総合償却を行っている。
　⑶�　備品については、定額法によりこれまで正しく減価償却を行っていたが、機能的に著
しく減価したため、当期に耐用年数を６年に短縮する事にした。

問１�　問１　総合償却を行う機械Ａ、Ｂ、Ｃの平均耐用年数（ヒント：平均耐用年数＝要償却

額合計÷定額法による年償却額合計）を計算しなさい。

問２　機械の総合償却の仕訳を示しなさい。

問３�　備品について、①前期末の備品減価償却累計額、②短縮後の耐用年数で前期末まで減

価償却を行っていた場合に計上される前期末の備品減価償却累計額を答えなさい。

問４　備品について、臨時償却と正規の減価償却を行う仕訳を示しなさい。
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第３問

問　�　下記の貸借対照表・損益計算書にもとづき、解答用紙に示した直接法によるキャッシュ・

フロー計算書を完成させなさい。

貸　借　対　照　表 （単位：円）

Ⅰ　売　　上　　高		  160,000
Ⅱ　売　上　原　価		  107,000  
　　　売 上 総 利 益 		   53,000
Ⅲ　販売費及び一般管理費       
　１．給　　　　　料	 21,000
　２．貸倒引当金繰入額	 48
　３．減 価 償 却 費	 1,900   
　４．広 告 宣 伝 費	 3,052	 26,000
　　　　営　業　利　益		  27,000
Ⅳ　営 業 外 収 益  
　１．受　取　利　息	 600	 340     
　２．受 取 配 当 金	 700	 1,300 
Ⅴ　営 業 外 費 用 
　１．支　払　利　息	 650	
　２．有価証券売却損	 300	
　３．有価証券評価損	 400	 1,350
     　　　経　常　利　益		  26,950
Ⅵ　特　別　利　益
　１．建 物 売 却 益		  800
　　　税引前当期純利益		  27,750
　　　法人税･住民税及び事業税		  11,100
　　　　当 期 純 利 益		  16,650

損　益　計　算　書 （単位：円）

　資 　 　 産 	 前期末	 当期末	 増減額	 負債・純資産	 前期末	 当期末	 増減額
現　金　預　金	 9,700	 6,848	△2,852	 買　　掛　　金	 8,430	 10,550	 2,120
売　　掛　　金	 18,000	 20,400	 2,400	 短 期 借 入 金	 9,500	 11,000	 1,500
貸 倒 引 当 金	 △360	 △408	 △48	 未　払　費　用	 70	 80	 10
売買目的有価証券	 8,900	 10,000	 1,100	 未払法人税等	 6,500	 8,200	 1,700
商　　　　　品	 6,400	 7,900	 1,500	 長 期 借 入 金	 15,000	 13,000	 △2,000
短 期 貸 付 金	 10,000	 8,000	△2,000	 資　　本　　金	 30,000	 30,000	 0
未　収　収　益	 60	 40	 △20	 利 益 準 備 金	 1,600	 1,900	 300
建　　　　　物	 45,000	 55,000	 10,000	 繰越利益剰余金	 10,400	 23,750	 13,350
減価償却累計額	△16,200	 △9,300	 6,900	
　合　　　計	 81,500	 98,480	 16,980	 　合　　　計	 81,500	 98,480	 16,980
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〔その他の資料〕

１�．利息と配当金の受取額は「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に、利息と配当

金の支払額は「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。

２．未収収益と未払費用はすべて利息にかかるものである。

３．売掛金の期末残高に対して２％の貸倒引当金を設定している。

４�．当期中の売買目的有価証券の取引については、取得が3,400円、売却が1,600円である。

ただし、売却した売買目的有価証券の簿価は1,900円で、すべての決済は当期中に現金

で行われている。

５�．当期首に取得原価20,000円、減価償却累計額8,800円の建物を12,000円で売却

した。また、同日に建物30,000円を取得した。どちらも代金の決済は小切手で行った。

６．短期貸付金の当期貸付額は8,000円、当期回収額は10,000円である。

７．短期借入金の当期借入額は11,000円、当期返済額は9,500円である。

８．長期借入金の当期返済額は2,000円である。

９．当期中に配当金3,000円を現金で支払っている。

10．現金及び現金同等物の期首残高は9,700円、期末残高は6,848円である。
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　以下の連結会計に関する問題に答えなさい。

問１�　次の文章中の空欄に当てはまる語句を語群の中から選び、その記号を解答欄に記入し

なさい。ただし、同じ記号の空欄には同じ語句が当てはまる。

⑴�　資本連結において「親会社の子会社に対する投資額」と「親会社持分に相応する子会社純

資産額」を相殺消去する際、両者の金額は一致しない場合が考えられる。このとき、計上

される差額を投資消去差額といい、借方に生じるものはのれんという科目で処理する。

　�　借方に生じたのれんは連結貸借対照表上では固定資産のうち（　Ａ　）の区分に表示さ

れ、こののれんは規則的に償却され、その償却額は（　Ｂ　）として連結損益計算書に表

示される。一方、貸方に差額が生じた場合、この差額を負ののれんといい、これは全額

支配を獲得した期の（　Ｃ　）として連結損益計算書に表示される。

⑵�　連結会社間同士の取引によって生じた債権と債務は、連結財務諸表を作成する際に相

殺消去しなければならない。例えば、親会社と子会社の間で商品を売買した際に生じた

売掛金と買掛金は連結貸借対照表から控除されることになる。

　�　債権と債務を相殺消去することにより、債権や債務そのものの勘定科目以外にも影響

が出る点には注意が必要である。債権者となる企業が債権に対して設定した（　Ｄ　）や、

金銭の貸借により生じる（　Ｅ　）とそれに関する経過勘定についても、連結財務諸表か

ら控除される。

　�　なお、同じ連結グループの企業が振り出した手形を外部の銀行で割り引いた場合には、

振り出した企業の支払手形となっている金額を（　Ｆ　）に振り替える修正仕訳を行う必

要がある。

語　群

ア：手形売却損　イ：特別利益　ウ：貸倒引当金　エ：営業外収益　オ：無形固定資産

カ：投資その他の資産　キ：販売費及び一般管理費　ク：借入金　ケ：貸付金　コ：利息

問２�　親会社および子会社の×２年３月31日における財務諸表の金額は、解答用紙の連結

精算表に記入したとおりである。

　　�　以下の資料に基づき、解答用紙の連結精算表を完成させなさい。ただし、いずれの企

業も当会計期間は×２年３月31日を決算日とする１年である。

【資料】親会社と子会社に関する資料

１�．親会社は×１年３月31日に880,000千円で子会社の発行済株式の 80％を取得した。

第４問
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２�．取得時の子会社の純資産の金額は、資本金：900,000千円、利益剰余金：150,000

千円であった。

３�．取得時における子会社の資産のうち、土地（帳簿価額：390,000千円、×２年３月

31日現在も子会社が所有）は時価が450,000千円となっていた。その他の資産および

負債については、帳簿価額と時価は等しかった。全面時価評価法により処理する。

４�．連結時に発生したのれんは、発生年度の翌年から20年間にわたって定額法により償

却すること。

５�．当期において、親会社は子会社に対して商品を780,000千円で販売した。なお、当

期において親会社が子会社に商品販売する際には、原価率が90％になるように販売して

いる。ただし、×２年３月31日に子会社に対して販売した商品70,000千円（子会社に

対する売価）が子会社に未達である。

６�．子会社の期末商品のうち160,000千円（未達分を除く）は当期に親会社から仕入れた

ものである。また、子会社の期首商品棚卸高のうち105,000千円（うち、10,500千

円は親会社が付した利益）は親会社から仕入れたものである（ヒント①、②参照）。これら

の未実現利益について、売上原価など必要な科目について修正を行う。

７�．親会社の売掛金のうち320,000千円は子会社に対するものであり、当該債権にかか

る貸倒引当金について必要な修正を行う。なお、親会社は毎期末の売上債権に対して２

％の貸倒引当金を設定している。また、前期末における親会社の子会社に対する売掛金

の残高は270,000千円であった。

８�．親会社の貸付金のうち6,000千円は当期中に子会社に対して貸し付けたものである。

なお、利払いは×２年３月31日に行われているので、経過勘定は計上していない。（ヒ

ント③、④参照）

９�．当期中において、親会社は子会社に対して帳簿価額100,000千円の土地を

110,000千円で売却している。

10．親会社、子会社が当期中に株主に対して支払った配当金は次のとおりである。
親会社 子会社

株主配当金 80,000千円 25,000千円
11�．親会社、子会社ともに期中の純資産の計数の変動については、剰余金の配当以外なかった。

12�．法人税等の実効税率は40％とする。子会社資産の評価替え、親子会社間で売買され

た資産に含まれる未実現利益の消去、貸倒引当金の修正についてのみ、税効果会計を考

慮すればよい。なお、流動・固定の区別はしなくてよい。また、精算表という性質上、

繰延税金資産と繰延税金負債の相殺は行わなくてよい。
＜ヒント＞　�修正消去欄にあらかじめ記入されてある金額のうち①～④は、以下の事項に関する修正

記入である。

①　子会社の期首商品棚卸高に含まれる内部利益の控除 
②　①に対する税効果会計 
③　親子会社間の金銭貸借に関する利息の授受、および貸倒引当金繰入額の設定に関する修正
④　③に対する税効果会計
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全商実務検定試験 模擬問題編

第４回　解答用紙
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第１問	 解 答

⒜ ⒝ ⒞ ⒟ ⒠

⒡ ⒢ ⒣ ⒤ ⒥

第２問	 解 答

１．問１
直々差額 直先差額

円 円

　　問２
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

　　問３
 円

　　問４
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

２．問１
 年

　　問２
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

　　問３
① 円
② 円

　　問４
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）
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第３問	 解 答

　　　　　　　　　キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　営業収入	 （	　　　　　　　　）

　　　商品の仕入れによる支出	 （	　　　　　　　　）

　　　給料支出	 （	　　　　　　　　）

　　　販売費支出	 （	　　　　　　　　）

　　　　小　計	 （	　　　　　　　　）

　　　法人税等の支払額	 （	　　　　　　　　）

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー	 （	　　　　　　　　）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ ･フロー

　　　有価証券の取得による支出	 （	　　　　　　　　）

　　　有価証券の売却による収入	 （	　　　　　　　　）

　　　有形固定資産の取得による支出	 （	　　　　　　　　）

　　　有形固定資産の売却による収入	 （	　　　　　　　　）

　　　短期貸し付けによる支出	 （	　　　　　　　　）

　　　短期貸付金の回収による収入	 （	　　　　　　　　）

　　　利息及び配当金の受取額	 （	　　　　　　　　）

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー	 （	　　　　　　　　）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー	

　　　短期借り入れによる収入	 （	　　　　　　　　）

　　　短期借入金の返済による支出	 （	　　　　　　　　）

　　　長期借入金の返済による支出	 （	　　　　　　　　）

　　　利息及び配当金の支払額	 （	　　　　　　　　）

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー	 （	　　　　　　　　）

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額	 （	　　　　　　　　）

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高	 （	　　　　　　　　）

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高	 （	　　　　　　　　）

（注）キャッシュ・フローの減少となる場合には、数字の前に△を付すこと。

（単位：円）
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第４問	 解答用紙

問１

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ F

問２

資 本 金 当 期 首 残 高

利益剰余金当期首残高

少数株主持分当期首残高
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全商実務検定試験 模擬問題編

第４回　解 答
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第１問	 解 答

⒜ ⒝ ⒞ ⒟ ⒠

セ ス キ イ ツ

⒡ ⒢ ⒣ ⒤ ⒥

テ チ タ オ サ

第２問	 解 答

１．問１
直々差額 直先差額

－12,000円 －8,000円

　　問２
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

為 替 差 損 益
前 払 費 用

12,000
8,000

買 掛 金 20,000

　　問３
－6,000  円

　　問４
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

為 替 差 損 益 2,000 前 払 費 用 2,000

２．問１
6  年

　　問２
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

減 価 償 却 費 300,000 機械減価償却累計額 300,000

　　問３
① 90,000円
② 225,000円

　　問４
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額

臨 時 償 却 費
減 価 償 却 費

135,000
75,000

備品減価償却累計額 210,000

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）
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第３問	 解 答

　　　　　　　　　キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　営業収入	 （	 157,600 ）

　　　商品の仕入れによる支出	 （	 △106,380 ）

　　　給料支出	 （	 △21,000 ）

　　　販売費支出	 （	 △3,052 ）

　　　　小　計	 （	 27,168 ）

　　　法人税等の支払額	 （	 △ 9,400 ）

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー	 （	 17,768 ）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ ･フロー

　　　有価証券の取得による支出	 （	 △3,400 ）

　　　有価証券の売却による収入	 （	 1,600 ）

　　　有形固定資産の取得による支出	 （	 △30,000 ）

　　　有形固定資産の売却による収入	 （	 12,000 ）

　　　短期貸し付けによる支出	 （	 △8,000 ）

　　　短期貸付金の回収による収入	 （	 10,000 ）

　　　利息及び配当金の受取額	 （	 1,320 ）

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー	 （	 △16,480 ）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー	

　　　短期借り入れによる収入	 （	 11,000 ）

　　　短期借入金の返済による支出	 （	 △9,500 ）

　　　長期借入金の返済による支出	 （	 △2,000 ）

　　　利息及び配当金の支払額	 （	 △3,640 ）

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー	 （	 △4,140 ）

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額	 （	 △2,852 ）

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高	 （	 9,700 ）

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高	 （	 6,848 ）

（注）キャッシュ・フローの減少となる場合には、数字の前に△を付すこと。

（単位：円）
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第４問	 解答用紙

問１

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ F
オ キ イ ウ コ ク

問２

資 本 金 当 期 首 残 高

利益剰余金当期首残高

少数株主持分当期首残高


